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三井E&S造船の艦艇事業譲受け
による防衛事業の強化

執⾏役員
防衛・宇宙セグメント⻑
阿部 直彦
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１．防衛・宇宙事業のビジョン

 陸・海・空・宇宙からサイバー・電磁波空間へ事業領域を拡⼤
 無⼈機システム や サイバーセキュリティ等のデュアルユース製品を展開
 安全・安⼼のトータルソリューションを提供

安全・安⼼な社会の構築
⾼い信頼性・安全性・品質の要求 ／ 最先端技術の開発・実⽤化

防衛・宇宙

写真出典︓海上⾃衛隊、航空⾃衛隊、陸上⾃衛隊ウェブサイト

•着実な事業ポジションの強化
•省⼈化・無⼈化・サイバーセキュリティなど新しいニーズへの取組

*1 Maintenance, Repair, Overhaul & Upgrade

サービス分野拡⼤
1)MRO&U*1、教育・訓練
2)駐留⽶軍の修理事業

安全・安⼼に向けた
新技術開発

国内既存
周辺分野
の維持・拡⼤

共同開発、国内装備品
の移転による
海外事業展開

本⽇は年度末のお忙しい中、お時間を頂戴し、ありがとうございます。

最初に、当社防衛・宇宙セグメントと、その中での艦艇事業の位置付けについて、
簡単に紹介させていただきます。まず、真ん中の写真でございます。⼀番左が戦
闘⾞両、2番⽬がミサイル、3番⽬が潜⽔艦、4番⽬が艦船、そしてヘリコプター、
戦闘機、ロケットという順番に並んでいます。陸・海・空にまたがるプラット
フォームを取り扱っております。
その中で、艦艇はミサイル、⿂雷、ヘリを搭載し、戦闘機、それから潜⽔艦と連
携しながらミッションを遂⾏します。また、戦闘⾞両の輸送にも艦船が使われま
す。そういった意味で、艦船はわれわれの事業セグメントの中で⾮常にキーとな
るコンポ―ネント、システムであると認識しております。

このような既存の製品群に対して、私どもの事業計画の中では着実な事業ポジ
ションの強化、それから省⼈化・無⼈化・サイバーセキュリティなどの新しい
ニーズへの取組を掲げています。

着実な事業ポジションの強化では、国内既存周辺分野の維持・拡⼤、サービス分
野拡⼤としてMRO（Maintenance、Repair、Overhaul）そしてUpgrade、教
育・訓練、駐留在⽇⽶軍の修理事業、さらに共同開発、国内装備品の移転による
海外事業展開といったことに注⼒してございます。

⼀⽅、省⼈化・無⼈化・サイバーセキュリティなどの新しいニーズへの取組とし
て、安全・安⼼に向けた技術開発を⾏っております。
今回の三井E&S造船の艦艇・官公庁船事業の譲受けは、この事業計画にのっとっ
たものと理解しております。
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２．譲受け会社の概要
社名 （未定）

本社所在地 岡⼭県⽟野市（現三井E&S造船㈱ ⽟野艦船⼯場内）（予定）

事業の内容 ① 艦艇・官公庁船事業 艦船・船舶及びこれらに搭載される機器及び装置類の
新規製作に関する事業

② 特機・⽔中機器事業 ⽔上航⾛体及び⽔中航⾛体の新規製作に関する事業

③ MRO事業 艦船・船舶、これらに搭載される機器及び装置類、
⽔上航⾛体及び⽔中航⾛体の修理、改造等に関する事業

売上⾼ 375億円 ※2020年3⽉期実績

総資産 207億円 ※2020年3⽉31⽇

譲受⽇ 2021年10⽉1⽇（予定）

このページでは譲り受ける会社の概要を表でまとめてございます。

三井E&Sホールディングスの適時開⽰、および当社のプレスリリースの内容のサ
マリーですので、説明は省略させていただきます。
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３．これまでの両社の主要な協業実績

1996年〜 三井造船での潜⽔艦救難艦「ちはや」の建造

2000年〜 三井造船での地球深部探査船「ちきゅう」の建造

2009年〜 三井造船での護衛艦「ふゆづき」の建造

2018年 10⽉ 新型護衛艦（FFM）の建造契約を防衛省と締結
本プロジェクトにおいて三井E&S造船との協業を開始

2020年 10⽉ 新型護衛艦（FFM）「くまの」進⽔ （三井E&S造船 ⽟野艦船⼯場）

2021年 3⽉ 新型護衛艦（FFM）「もがみ」進⽔ （三菱重⼯業 ⻑崎造船所）

新型護衛艦 「もがみ」新型護衛艦 「くまの」護衛艦 「ふゆづき」

このページは、これまでの両社の主要な協業実績です。

当社と三井E&S造船とは、これまでいろいろなかたちで協業してまいりました。
1990年代には、潜⽔艦救難艦「ちはや」の建造において、私どもは潜⽔艦に関
わる技術で協⼒させていただきました。2000年には、地球深部探査船「ちきゅ
う」の建造において、海底の掘削装置を担当いたしました。また、2009年頃に
は、三井造船が受注された護衛艦「ふゆづき」の建造で、私どもが得意とする搭
載システムで協⼒させていただきました。

近年では、新型護衛艦（FFM）で、当社が1位会社、そして三井E&S造船が2位
会社に選定されました。当社設計の2番艦を、三井E&S造船で建造しています。
昨年の10⽉には、2番艦の「くまの」が⽟野⼯場で進⽔式を、また、つい先ほど
3⽉には、私どもの⻑崎造船所で「もがみ」を進⽔いたしました。

このように、⻑年にわたり協業してきた歴史、経験から、お互い親和性、補完性
を感じてきたことが、今回につながったのではないかと推察しております。
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４．本件の意義

①艦艇･官公庁船事業

三井E&S造船が得意とする多様な補助艦と、
三菱重⼯ が得意とする護衛艦は、製品や開発･設計･建造の各技術分野で補完関係

• 製品ラインナップの拡充
• 設計機能の共通化と⼀体運⽤
• 製造リソースの相互融通

輸送艦 「おおすみ」

⾳響測定艦 「ひびき」潜⽔艦救難艦 「ちはや」

補給艦 「ましゅう」

イージス艦 「あたご」 護衛艦 「あきづき」

護衛艦 「あさひ」 新型護衛艦 「もがみ」

写真出典︓海上⾃衛隊ウェブサイト

三井E&S造船の主な建造艦 三菱重⼯業の主な建造艦

互いの強みとする
技術･技能を融合

• 操業の平準化、事業規模拡⼤
• 開発⼒の強化
• ⽣産効率の向上

次に、譲り受ける事業別に、その意義を説明させていただきます。

最初に、艦艇・官公庁船事業についてです。
三井E&S造船が得意とする多様な補助艦と、三菱重⼯が得意とする護衛艦は、製
品や開発・設計・建造の各技術分野で補完関係にあり、互いの強みとする技術・
技能を融合し、製品ラインナップの拡充、設計機能の共通化と⼀体運⽤、製造リ
ソースの相互融通を図ることで、操業の平準化、事業規模拡⼤、開発⼒の強化、
⽣産効率の向上が可能となります。

それぞれ、三井E&S造船の建造艦、さらに当社の建造艦を下に写真で並べており
ます。ご参照ください。
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４．本件の意義

②特機･⽔中機器事業

両社ともに従来から、⽔上・⽔中・海底・深海の全領域において
デュアルユースの省⼈化・⾃動化技術や無⼈機開発に取り組み中

省⼈化・無⼈化製品の開発、市場への投⼊を加速
⇒⾃衛隊や官公庁等運⽤者のニーズに合致

（少⼦・⾼齢化による隊員数減少）

⾃⾛式機雷処分⽤弾薬
（EMD︓Expendable Mine Disposal System）

⽔中航⾛式機雷掃討具「S-10」⾃律型⽔中航⾛式機雷探知機
「OZZ-5」

ROV
（Remotely Operated Vehicle）

三井E&S造船の主製品と取組 三菱重⼯業の主な製品と取組

出典︓海上⾃衛隊ウェブサイト

海底資源掘削⽤集鉱試験機
出典︓経済産業省ウェブサイト

開発・設計リソースを統合
開発⼒の強化と効率化

無⼈機による深海海底探査に係る研究開発 ⽔上無⼈機に係る研究開発

次に、特機・⽔中機器事業です。

両社とも従来から、⽔上・⽔中・海底・深海の全領域において、デュアルユース
の省⼈化・⾃動化技術や無⼈機開発に取り組んでまいりました。開発・設計リ
ソースを統合、開発⼒の強化と効率化を進めることで、省⼈化・無⼈化製品の開
発、市場への投⼊を加速できます。これは、少⼦・⾼齢化による隊員数減少の中、
⾃衛隊や官公庁等、運⽤者のニーズに合致しています。

両社が取り組んでいる主要製品を下に写真で並べてございますので、参照くださ
い。
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４．本件の意義

③ MRO事業

三菱重⼯は、海上⾃衛隊向けのMRO事業で
デジタル技術を駆使し、故障予知、予防保全を中⼼に運航⽀援を強化

⽟野⻑崎

横須賀

舞鶴警備区

呉
佐世保

横浜

舞鶴

呉警備区 横須賀警備区

佐世保警備区

海上⾃衛隊各基地の⽔上艦船を迅速にサポート

護衛艦だけではなく補助艦や官公庁船に対しても、稼働率向上や
ライフサイクルコスト低減に貢献するアフターサービスを提供

最後に、MRO（Maintenance、Repair、Overhaul）の事業です。

当社は、海上⾃衛隊向けのMRO事業でデジタル技術を駆使し、故障予知、予防
保全を中⼼に、運航⽀援への取組を強化しているところであります。
新会社の譲受けにより、護衛艦だけではなく補助艦や官公庁船に対しても、稼働
率向上やライフサイクルコスト低減に貢献するアフターサービスを提供していき
たいと考えています。

現在、佐世保基地所属の艦船に対する検査、修理を⻑崎で、また横須賀基地に所
属する艦船の点検、修理を横浜で実施しておりますが、これに⽟野が加わること
で、呉基地の艦船の点検、修理にも対応していくことができるようになります。
最後に、防衛・宇宙事業のビジョンについて、再度サマライズさせていただきま
す。

当社は、陸・海・空・宇宙から、サイバー・電磁波空間へ事業領域を拡⼤してい
ます。特に無⼈機システムやサイバーセキュリティ等の分野でデュアルユース製
品を展開し、安全・安⼼のトータルソリューションの提供を通じて、国の安全保
障、ならびに社会の安⼼・安全に貢献していく所存でございます。

私からの説明は以上でございます。
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2021年3⽉29⽇

防衛事業の位置付けと
ポートフォリオマネジメント

取締役執⾏役員
CFO
⼩澤 壽⼈
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2020年度（⾒通し）

艦艇・
特殊機械

事業

防衛・宇宙事業における艦艇事業の位置づけと堅実な伸⻑
三井E&S造船事業の譲受けにより技術・技能の補完、開発リソースの統合・強化を
図ることで、事業規模の安定化、収益⼒強化につなげる

当社 防衛・宇宙事業
売上収益

約5,000億円

(※)譲受け対象事業の今年度通期売上⾒通し概算値
当社業績への寄与は2021年度下期からの予定

当社

三井E&S
造船

2020年度
当社／三井E&S造船

（各社⾒通し）

2025年度
統合後事業
（⽬標）

艦艇･特殊機械事業の売上

(※)

私から、今回の三井E&S造船からの艦艇事業等の譲受けに関しまして、財務的な
データを含めた補⾜説明をさせていただきたく存じます。

当社の防衛・宇宙事業の売上収益は、年によって多少の増減はあるものの、おお
むね5,000億円規模となっています。

今回の事業譲渡を受ける部⾨となる艦艇・特機事業部は、このうち約25%といっ
た⽔準です。ここに、今回の譲渡契約により、単純には年間で艦艇・特機事業部
分の約20%の売上が上積みされることになります。

また、今後は海の防護においても、⽔上・⽔中ともに省⼈化・無⼈化のニーズが
加速すると考えられますが、当社と三井E&S造船は共に技術的にその先頭を⾛っ
ていると⾃負しており、その両社が⼀体となってシナジーを発揮していくことに
より、この分野においてもさらなる伸⻑が期待できるものと考えています。
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B社
40%

当社

A社
13%

C社

三井E&S造船
6% D社

6%

6%

29%

B社
40%

当社＋
三井E&S造船
35%

A社
13%

C社
6%

D社
6%

当社＋
三井E&S造船
54%

A社
25%

B社
21%

当社
49%

A社
25%

B社
21%

三井E&S造船
5%

艦艇事業譲受けによる防衛事業の強化

※ 当社推定

新造艦艇シェア

現在 統合後

艦艇修繕シェア

このページでは、⽇本国内の艦艇事業のシェアを⽰しています。ここからは、い
わゆる特機という部分は抜いております。
これは、公表資料等に基づく当社推計値でありますことを最初にお断りしておき
ます。

当社は、新たに建造する艦艇では現状、約50%、修繕分野では30%弱のシェアと
なっていますが、今般ここに三井E&S造船・⽟野の事業が加わることにより、そ
れぞれ5ないし6%のシェアアップが期待されます。
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FY20の事業ポートフォリオ⼊替え・組替えの事例

⼤前提︓収益性の回復・強化および成⻑領域の開拓に資するポートフォリオ⼊替え

・各事業について、当社・他社いずれにおいて伸⻑が期待できるかを検討
・当社でのシナジー・成⻑が期待できる事業は取り⼊れる
・⼀⽅、当社よりも他社での伸⻑が望める事業については売却・譲渡を検討

 エナジートランジションの推進に向けた
⽕⼒事業（三菱パワー）100％⼦会社化

 安定事業強化に向けた三井E&S造船 艦艇事業譲受け

 洋上⾵⾞事業 ビジネスモデル・事業構造の組替え

 ⼯作機械事業 譲渡
 ⾹焼⼯場設備 譲渡（協議中）

今年度に進めてまいりました事業ポートフォリオ、アセットの組替えの事例を⽰
しています。これは、艦艇等に関係するものだけではございません。全社の分で
ございます。

当社に取り込むことでシナジーが発揮できるものとしては、⽕⼒事業の100%⼦
会社化や今回の件が挙げられますし、洋上⾵⼒に関しては、ヴェスタス社との協
業関係の組替えやCIP社との共同出資会社の設⽴、また他社に委ねることがベ
ターな例としては、先般発表しました⼯作機械事業の譲渡や、現在協議継続中で
すが、⾹焼⼯場の売却交渉などが挙げられます。

各事業価値の最⼤化を通じて企業価値の向上を図るべく、引き続き事業ポート
フォリオの改善を進めていきたいと考えています。

以上をもちまして、簡単ではございますが、私からの説明は終了いたします。あ
りがとうございました。
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